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第１ 出願と審査 

１ 出願マニュアル 

 

（1）申請者向け手引き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請者向け手引き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

免責声明 

本申請者向け手引きは、本申請の手付きをわかりやすく説明することを目的として作成されたものであ

る。CPVOは､本手引きを通じてつねに最新の情報を申請者に提供するために細心の注意を払っている。

ただし、本申請者向け手引きに含まれている情報が法律と矛盾する場合は、当該法律が優先する。 
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１ 欧州連合全体を網羅した、１つの植物品種権 

 

欧州植物品種権1（「CPVR」）は、特許と同じような知的財産権であるが、対象物が生産および商業化

の対象となる植物品種のために作られたものである。過去には、植物育成者は、欧州連合のほとんどの

加盟国において、その国の植物品種権を申請する機会を与えられていた。このような保護の対象となる

のは、現在も過去も、個々の加盟国の領土に限られ、保護申請はこれら個々の加盟国の所轄官庁に提出

されなければならなかった。 

1995年４月27日より、植物育成者は欧州植物品種庁（Community Plant Variety Office: CPVO）（「品

種庁」）に申請を行うだけで欧州連合全体にわたる保護を求めることができるようになっており、保護

を付与するという決定は、品種庁が単独で行うことができる。 

 

２ 欧州植物品種庁 

 

品種庁は欧州連合の独立機関である。同庁は、CPVRの管理に対する排他的な責任を有している。 

品種庁は、欧州連合理事会の決定に基づき、フランスのアンジェを所在地としている。品種庁は1995

年６月15日より活動を開始しており、連絡先は以下の通りとなっている。 

 

 

 

３ 言語 

 

品種庁宛の申請書ならびに関係書類は、欧州連合の公用語のいずれかで提出されなければならない。

申請書を提出する際の言語が、品種庁に対する手続きを行う際の言語として最初に定義される。申請者

又は権利保有者は、申請、権利又は代理人の移動などがあった場合、異なった言語で手続きを記録する

ように要請することができる。「技術質問票（technical questionnaire）」のような書式は、ほとんど

の場合、英語、フランス語、ドイツ語およびオランダ語で書かれている。権利の付与を証明する証明書

は、申請者が申請書内で指定した言語で発行される。手続きの当事者は、欧州連合のいずれの公用語も

使用することができる。 

 

 

1 欧州植物品種権についての理事会規則（EC）No 2100/94 of 27.7.1994に基づいて作成（OJ No L 227, 1.9.1994） 

 欧州植物品種庁  

郵送先 CS 10121 訪問先 3, Boulevard Foch 

 FR - 49101 ANGERS CEDEX 2  FR – 49100 Angers 

 FRANCE  France 

 Tel: 33-2-41 25 64 00   

 Fax: 33-2-41 25 64 10   

 E-mail: cpvo@cpvo.europa.eu   

 Website: cpvo.europa.eu   
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４ 出版物 

 

4.1 品種庁の官報 

毎年、CPVOウェブサイトにおいて、品種庁の官報が年に6回（各偶数月）発行される。官報には、CPVR

の申請、CPVRの付与、品種名称の提案、申請の取り下げ、決定、保護の終了についての詳細情報、CPVR

の申請者および保有者、品種の本来の育成者と手続上の代理人、ならびに提案された名称と承認された

名称のリスト、およびその他の関連情報が記されている。規則2100/94第95条に基づき、官報の刊行日よ

り仮保護が開始される。 

官報と同時にウェブサイト上で発行される特別号（S2）では、申請の締め切り日に関するCPVO所定の

要件、ならびにほとんど重要な種類の種苗提出要件が集められている。 

 

4.2 年報 

毎年、品種庁は、前年の同庁の活動を記した年報を発行し、その付属文書には12月31日現在の保護さ

れた種類のリストとともに、CPVR保有者の氏名、ならびに品種の本来の育成者と手続上の代理人が書か

れている。年報は紙のフォーマットとなっているが、付属文書はCPVOウェブサイトにおいて電子フォー

マットでのみ公開される。 

年 報 は 、 品 種 庁 へ の 連 絡 、 又 は 出 版 局 （ Publications Office ） の ウ ェ ブ サ イ ト

（http://publications.europa.eu）を通じて入手することができる。 

 

4.3 品種庁のウェブサイト 

アドレスは、www.cpvo.europa.eu このサイトには、さまざま情報とともに、品種庁の組織、連絡先、

関係法規、申請者向け手引き、書式、申請と付与される権利、および最新ニュースの定期更新が掲載さ

れている。 

2007年３月より、クライアントは、CPVOクライアント・エクストラネットを通じて自身のファイルを

閲覧することができる。 

エクストラネットの利用を希望する場合は、品種庁に連絡し、ログインIDとパスワードを入手する。 

2010年３月より、クライアント・エクストラネットを通じて、電子申請ですべての種類について申請

することも可能となっている。オンラインで初めて申請する場合は、専用のアクセスエリアで仮アカウ

ントを自身で作成しなければならない。その後、チェック用のクライアント票と最終的なログインIDが

送られる。それ以降の手順については、ネット上に掲載されている、電子申請用の指示に従う。 

 

５ CPVRの申請 – 時期、場所、方法と申請者について 

 

5.1 時期 

CPVRは、その品種が新規である場合にのみ与えられる。品種の種苗又は申請対象となっている品種の

収穫物が、育成者の承諾を経て、商業利用を目的として、物理的に以下のように譲渡された場合、その

品種は新規とはみなされない。 

・ 申請日の１年よりも前に欧州連合内で譲渡された場合 

 

・ 申請日の 4年よりも前、あるいは樹木およびブドウの場合は６年よりも前に、欧州連合外で譲渡

された場合 

申請者は、上記の時期より前に販売又は同様の処分がなされないようにするために、事前に適切な注

意を払うことが求められる。 

品種の植物体が以下のようなタイプの利用の場合には、新規性は損なわれない。 

・ 法令上の目的による公的機関を相手とした利用、あるいは法的関係に基づいて、生産、繁殖、増

殖、調整又は貯蔵のみを目的とした、その他を相手とした利用。ただし、育成者は利用についての

独占的な権利を保有し、その他を相手としたそれ以上の利用はなされないものとする。 

・ 試験目的、あるいは他の品種の育種の目的で他の植物から繁殖され、それ以上の繁殖又は増殖に

使用されない材料の利用（品種名を出さずにその利用を目的として物理的な譲渡があった場合は除

く） 

・ 育成者が公的な、あるいは公的に認められた展示会でその品種を展示したことを理由とする、あ

るいはその展示の結果として生じた利用 

申請対象の品種が最初に利用された日付、あるいはその日付の変更要求を実現させるために申請者が

提出した証拠を査定するとき、CPVOは、商業利用を目的とした、品種の種苗又は収穫物の引き渡しをも

とにして、物理的譲渡がどの日になされたのかをチェックする。 

一般原則としては、品種の種苗又は収穫物の物理的譲渡があった日付 – 配送/発送/船積みの記録に記

されている日付 – が、基本規則（Basic Regulation）第10条に定められた、品種が商業利用された最初

の日として判断される。ただし、申請者が別の日付への変更を要求した場合には、当該種苗の所有権移

転を目的に締結された契約書など、CPVOが所有している文書証拠が検討される。 

 

5.2 場所 

CPVRの申請には2つの方法があり、オンライン申請ページを使ってオンラインで申請する方法、ある

いは紙の書類で申請する方法のいずれかで行うことができる。紙の書式は品種庁に郵便で送られるもの

とする。 

電子申請システムについての詳しい情報は、ウェブサイトに掲載されている（オンライン・ヘルプ）。 

紙で申請する場合は、以下の指示に従うこと。 

申請者は、品種庁に直接申請することも、あるいはCPVO官報（Part B）に掲載されている加盟国の当

局の1つに申請することもできる。場所の選択は、完全に申請者の自由となっている。申請日および優先

日は、いずれかの当局で最初に受理された日付をもとにして割り振ることができる。ただし、各国の当

局を通じて申請書を送る場合、以下に留意すること。 

・ 各国の当局は「郵便ポスト」の役割を果たすに過ぎず、受け取った文書を転送するだけである。 

・ 品種庁に第 49 条通知を送って、公的機関に申請書を提出した旨を品種庁に直接知らせなければ

ならない。これを行わないと、申請日の日付がより遅くなる可能性がある。 

・ 申請書、技術質問票（場合によっては機密技術質問票）ならびに写真は、原本（コピーは不要）

を国家機関に提出しなければならない。品種庁に直接提出する場合は、原本書類のみとなる。 

・ いかなる場合であっても、料金は CPVO の銀行口座に直接支払われなければならない。 

 

4

P000-022.indd   4 2018/08/23   13:38:12



 

４ 出版物 

 

4.1 品種庁の官報 

毎年、CPVOウェブサイトにおいて、品種庁の官報が年に6回（各偶数月）発行される。官報には、CPVR

の申請、CPVRの付与、品種名称の提案、申請の取り下げ、決定、保護の終了についての詳細情報、CPVR

の申請者および保有者、品種の本来の育成者と手続上の代理人、ならびに提案された名称と承認された

名称のリスト、およびその他の関連情報が記されている。規則2100/94第95条に基づき、官報の刊行日よ

り仮保護が開始される。 

官報と同時にウェブサイト上で発行される特別号（S2）では、申請の締め切り日に関するCPVO所定の

要件、ならびにほとんど重要な種類の種苗提出要件が集められている。 

 

4.2 年報 

毎年、品種庁は、前年の同庁の活動を記した年報を発行し、その付属文書には12月31日現在の保護さ

れた種類のリストとともに、CPVR保有者の氏名、ならびに品種の本来の育成者と手続上の代理人が書か

れている。年報は紙のフォーマットとなっているが、付属文書はCPVOウェブサイトにおいて電子フォー
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4.3 品種庁のウェブサイト 
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・ いかなる場合であっても、料金は CPVO の銀行口座に直接支払われなければならない。 
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5.3 方法 

書式は品種庁のウェブサイト（上記参照）からダウンロードすることも、あるいは品種庁から取り寄

せることもできる（注文の際には、必要な書式の言語と種を明らかにすることを忘れないように）。そ

れぞれの書式についての注意事項は以下の通り。 

a．申請書 

技術質問票とともに、申請日を決める際の基準となるもの。「申請書を記入する際の注意（Notes 

on the completion of the application form）」を読んだ上で慎重に記入して、すべての質問に回

答し、場合によっては「該当せず（not applicable）」と記述する。付属文書Ⅰには、この書式に

記入するためのわかりやすい説明が書かれている。 

品種庁からの保護証書の送達および電子メールアドレス明記義務 

2014年４月より、証書が、権利保護者あるいはその代理人にのみ電子的に送達されるようになっ

た。品種庁が電子証書の送達ができるようにするために、代理人を任命していないすべての申請者

ならびにすべての代理人は申請書に電子メールアドレスを明記しなければならない。 

b．技術質問票 

技術質問票は、技術的審査を行うために必要な基本情報となる。品種庁の管理理事会は、もっと

も重要な種類については審査基準を定めている。管理理事会が審査基準を定めていない、植物の属

および種については、品種庁の一般技術質問票が使用されるものとする。観賞植物種の場合には、

その作目タイプを対象とした、専用の技術質問票が使用されるものとする（たとえば、鉢植え植物

専用のもの）。ほとんどの重要な種類については、技術質問票は品種庁のウェブサイトよりダウン

ロードすることができる。希望の技術質問票がオンラインで入手できない場合は、品種庁へ連絡す

ること。 

c．技術質問票（機密部分） 

この書式を使って、交雑品種の育成者は、親品種に関係するデータを機密扱いすることを要請で

きる。 

d．品種名称の提案 

申請書の提出時に品種名称の提案を行う必要はないが、CPVRの付与が遅れるのを避けるために、

その後のできるだけ早い時期に行うのが望ましい（それぞれの提案は、品種庁の官報に掲載され、

３か月の異議申立期間が設けられなければならないことに留意すること）。理事会規則2100/94およ

び規則874/2009に定められている施行規則により、品種庁は、技術的審査などの他のすべての手順

が完了していても、品種名称の提案が受理されていない場合は、申請を拒絶しなければならない。

ウェブサイトには、品種名称についての集中データベース（名称は「Variety Finder（品種検索）」）

が用意されており、申請者は名称の類似性を検証するために使用することができる。 

申請時には、仮の名称（育成系統番号）が明記されなければならない。 

e．通知書式 

この書式は、各国の当局を通じて申請し、そのため品種庁に直接連絡する必要がある場合のみに

使用される。 

f．支払いの詳細 

品種庁に対する支払いの目的を明らかにするための品種庁向け情報。この書式の使用が強く推奨

 

されている。この書式で、銀行名、支払者の氏名（申請者又は代理人と異なる場合）ならびに品種

庁への送金額の合計を明らかにすることができる。この書式では、銀行口座の詳細情報は不要。情

報がさらに必要な場合には、CPVOの会計担当者からの連絡がある。 

g．一部の申請におけるカラー写真の提出 

すべての果実および観賞植物種については、申請時に品種の技術質問票にカラー写真を添付する

のが義務となっている。技術的審査の実施には写真が不可欠とみなされているため、申請者は、植

物全体の写真、ならびに場合によっては花/果実又はその植物の他の部分の大写し写真を提出するこ

とが求められている（品種庁ウェブサイトに掲載の注記を参照）。 

 

5.4 申請者 

欧州植物品種権の申請は、あらゆる自然人又は法人、あるいは適用される法律に基づいて法人とみな

されるあらゆる者が提出することができる。申請は、2人以上の上記の者が共同で提出することもできる。 

２人以上の申請者が共同活動しており、手続上の代理人を品種庁に通知していない場合、品種庁が異

なった情報を受理していない限り、最初に氏名が書かれた申請者が、品種庁に対するすべての手続き（権

利の放棄を含む）における手続上の代理人として任命されたとみなされるものとする。 

EU外の申請者は、欧州連合の領土内に居住又は定住又は在住する代理人を任命しなければならない。

手続上の代理人についての書式は、ウェブサイトで入手することができる。 

 

手続上の代理人 

・ EU 外の申請者 

欧州連合内に住所を有していない場合、品種庁からの連絡を受けるために、欧州連合内に居住

する手続上の代理人を任命しなければならない。この場合、社員は手続上の代理人にはなれない。

このための書式は、CPVOのウェブサイトで入手することができる。 

・ EU 内の申請者 

欧州連合内に住所を有している場合、手続上の代理人を任命する義務はないが、希望する場合

には、任命することはできる。この場合、社員は手続上の代理人にはなれない。CPVOのウェブサ

イトに用意されている書式を使用することができる。 

法定代理人 

申請者が自然人（個人）ではなく、法人（たとえば、企業）である場合、その国の法令によって、

法人を代理する権限を与えられた自然人の氏名および住所が品種庁に伝えられなければならない。 

 

実際の育成者および申請を行う権限 

育成者が申請者ではない場合、譲渡証明書が提出されなければならない。 

育成者（譲渡人）は、CPVRを申請する権限ならびに申請者（被譲渡人）の名前でCPVRを保有する

権利を譲渡していなければならない。育成者から申請者への権限の移譲を裏付ける証拠がない限り、

申請日は割り当てられない。 
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６ 原本書類 

 

オンライン申請： 

2014年改定の受理手順では、オンライン申請が必要とされるのは、オンライン申請にスキャンさ

れた譲渡証明書ならびにスキャンされた代理人書式（信任状）を添付する場合のみに限られている。

ただし、文書の正確性に疑義がある場合、品種庁は原本を請求することができる。 

 

紙での申請： 

手続きを求めるために当事者が提出する申請書には、インクでの自筆署名が付されていなければ

ならない。 

譲渡証明書および代理人書式（又は委任状などの信任状）などのその他のすべての書式および裏

付け書類については、コピーでの提出が可能。 

そのため、以下の書類は下記の2つの方法のいずれかで品種庁に送ることができる。 

- 電子メールの添付として電子的に送信 

（品種庁の以下のアドレスにのみ送信すること：cpvo@cpvo.europa.eu) 

- ファックス又は紙のコピー 

・ CPVR の付与に対する異議申立書 

・ 品種庁の決定に対する審判請求書 

・ 審判の理由を記した声明書 

・ 品種名称の提案など、すでに提出されている CPVR 申請を補完するために送付された書類（注意：

申請書そのものではない。CPVO への新たな申請は、オンライン又は紙のいずれかの方法でなされな

ければならず、紙の申請は郵送又は該当機関への手渡しによって提出されなければならない） 

・ 回答期限が設定されている、品種庁からの手紙への回答として送られた文書 

・ CPVR の取り下げ宣言 

・ 申請の取り消し宣言 

疑義がある場合、品種庁は、紙の書類の原本又はその謄本の提供を要求することができる。 

 

７ 料金 – 支払いの対象、額、方法および時期 

 

2016年12月、年間料金および技術審査に関係する料金の支払い額について、料金規則2が修正された

（2016年12月６日委員会施行規則(EU) n 2016/2141）。関連の金額と詳細は、付属文書IIに記されてい

る。 

支払いは、銀行送金で以下の銀行口座にユーロ建てで行われなければならない。 

 

 

2 1995年5月31日委員規則Commission Regulation (EC) n 1238/95､2000年12月2日規則(EC) n 329/2000、2003年3月29日n 

569/2003、2005年12月14日n 1177/2005、2005年12月14日n° 2039/2005、2008年6月20日n 572/2008、2014年12月4日 n 

1294/2014および2016年12月6日n2016/2141で改訂（詳細はhttp://www.cpvo.europa.euを参照） 

 

CREDIT AGRICOLE DE L’ANJOU ET DU MAINE: 

 

銀行コード 支店番号 口座番号 Clé RIB 

17906 00032 15866548000 44 

IBAN（国際銀行口座番号） BIC（銀行識別コード） / SWIFT  

FR76 1790 6000 3215 8665 4800 044 AGRIFRPP879 

 

品種庁は、現金支払いも小切手も受け付けない。 

品種庁への支払いに関係する、すべての銀行手数料は送金人が負担しなければならない。ただし、

手数料が減額されるクロスボーダー口座振込の利用はこの限りではない。このシステムは、欧州連合

内で5万ユーロ以下のユーロ建て銀行振込に適用され、CPVOのIBANとBICが示されなければならない。 

料金の支払期限も、付属文書IIに記されている。 

申請料金は、品種庁内における申請の事務処理（権利の付与を含む）にかかる費用であるため、と

りわけ注意が必要である。手順は以下の通り。CPVRの申請を提出したら、申請者は､紙申請の場合の650

ユーロ又はオンライン申請の場合の450ユーロを品種庁の銀行口座に振り込むための自身の銀行（又

は郵便局）も連絡しなければならない。とくに、複数の申請の支払いを行う場合は、「支払いの詳細

（Details of Payment）」に記入することも強く推奨されている。 

申請に関係する、以降のすべての料金については、品種庁から請求書が期限までに十分余裕のある、

早めの時期に送られ、支払期限はその請求書に明記される。 

審査料金の支払いについては、最初の生育期間での支払いは、技術審査用種苗の受け取り期限まで

に支払われなければならない。 

テストが複数年にわたる場合、その後の各生育期間の審査料金は、毎年、上記の応当日の1か月以内

に支払われなければならない。 

支払い期日とは、料金の支払いが品種庁の銀行口座に到着しなければならない日付を意味している。

そのため、支払いは、銀行での支払い処理が長引くことも考慮して、早めに行われるのが好ましい。 

 

８ 手続き 

 

8.1 受領通知の書式 

8.1.1 申請が完了した場合の「R書式」 

申請が品種庁に到着し、理事会規則2100/94の第50条に定められている要件がすべて満たされると、

品種庁は受領通知を申請者、あるいは手続上の代理人が任命されている場合はその代理人に送り、申

請日と申請の整理番号を通知する。申請日が割り振られていても、備考欄付きの「R書式（R-Form）」

が発行されているときには、品種庁より追加の情報を求められている場合があるので、この書式は注

意深く読まなければならない。整理番号は、その具体的な品目について、品種庁と行うすべての通信

で使用されることになる。 
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６ 原本書類 

 

オンライン申請： 

2014年改定の受理手順では、オンライン申請が必要とされるのは、オンライン申請にスキャンさ

れた譲渡証明書ならびにスキャンされた代理人書式（信任状）を添付する場合のみに限られている。

ただし、文書の正確性に疑義がある場合、品種庁は原本を請求することができる。 

 

紙での申請： 

手続きを求めるために当事者が提出する申請書には、インクでの自筆署名が付されていなければ

ならない。 

譲渡証明書および代理人書式（又は委任状などの信任状）などのその他のすべての書式および裏

付け書類については、コピーでの提出が可能。 

そのため、以下の書類は下記の2つの方法のいずれかで品種庁に送ることができる。 

- 電子メールの添付として電子的に送信 

（品種庁の以下のアドレスにのみ送信すること：cpvo@cpvo.europa.eu) 

- ファックス又は紙のコピー 

・ CPVR の付与に対する異議申立書 

・ 品種庁の決定に対する審判請求書 

・ 審判の理由を記した声明書 

・ 品種名称の提案など、すでに提出されている CPVR 申請を補完するために送付された書類（注意：

申請書そのものではない。CPVO への新たな申請は、オンライン又は紙のいずれかの方法でなされな

ければならず、紙の申請は郵送又は該当機関への手渡しによって提出されなければならない） 

・ 回答期限が設定されている、品種庁からの手紙への回答として送られた文書 

・ CPVR の取り下げ宣言 

・ 申請の取り消し宣言 

疑義がある場合、品種庁は、紙の書類の原本又はその謄本の提供を要求することができる。 

 

７ 料金 – 支払いの対象、額、方法および時期 

 

2016年12月、年間料金および技術審査に関係する料金の支払い額について、料金規則2が修正された

（2016年12月６日委員会施行規則(EU) n 2016/2141）。関連の金額と詳細は、付属文書IIに記されてい

る。 

支払いは、銀行送金で以下の銀行口座にユーロ建てで行われなければならない。 

 

 

2 1995年5月31日委員規則Commission Regulation (EC) n 1238/95､2000年12月2日規則(EC) n 329/2000、2003年3月29日n 

569/2003、2005年12月14日n 1177/2005、2005年12月14日n° 2039/2005、2008年6月20日n 572/2008、2014年12月4日 n 

1294/2014および2016年12月6日n2016/2141で改訂（詳細はhttp://www.cpvo.europa.euを参照） 

 

CREDIT AGRICOLE DE L’ANJOU ET DU MAINE: 

 

銀行コード 支店番号 口座番号 Clé RIB 

17906 00032 15866548000 44 

IBAN（国際銀行口座番号） BIC（銀行識別コード） / SWIFT  

FR76 1790 6000 3215 8665 4800 044 AGRIFRPP879 

 

品種庁は、現金支払いも小切手も受け付けない。 

品種庁への支払いに関係する、すべての銀行手数料は送金人が負担しなければならない。ただし、

手数料が減額されるクロスボーダー口座振込の利用はこの限りではない。このシステムは、欧州連合

内で5万ユーロ以下のユーロ建て銀行振込に適用され、CPVOのIBANとBICが示されなければならない。 

料金の支払期限も、付属文書IIに記されている。 

申請料金は、品種庁内における申請の事務処理（権利の付与を含む）にかかる費用であるため、と

りわけ注意が必要である。手順は以下の通り。CPVRの申請を提出したら、申請者は､紙申請の場合の650

ユーロ又はオンライン申請の場合の450ユーロを品種庁の銀行口座に振り込むための自身の銀行（又

は郵便局）も連絡しなければならない。とくに、複数の申請の支払いを行う場合は、「支払いの詳細

（Details of Payment）」に記入することも強く推奨されている。 

申請に関係する、以降のすべての料金については、品種庁から請求書が期限までに十分余裕のある、

早めの時期に送られ、支払期限はその請求書に明記される。 

審査料金の支払いについては、最初の生育期間での支払いは、技術審査用種苗の受け取り期限まで

に支払われなければならない。 

テストが複数年にわたる場合、その後の各生育期間の審査料金は、毎年、上記の応当日の1か月以内

に支払われなければならない。 

支払い期日とは、料金の支払いが品種庁の銀行口座に到着しなければならない日付を意味している。

そのため、支払いは、銀行での支払い処理が長引くことも考慮して、早めに行われるのが好ましい。 

 

８ 手続き 

 

8.1 受領通知の書式 

8.1.1 申請が完了した場合の「R書式」 

申請が品種庁に到着し、理事会規則2100/94の第50条に定められている要件がすべて満たされると、

品種庁は受領通知を申請者、あるいは手続上の代理人が任命されている場合はその代理人に送り、申

請日と申請の整理番号を通知する。申請日が割り振られていても、備考欄付きの「R書式（R-Form）」

が発行されているときには、品種庁より追加の情報を求められている場合があるので、この書式は注

意深く読まなければならない。整理番号は、その具体的な品目について、品種庁と行うすべての通信

で使用されることになる。 
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8.1.2 申請がまだ有効となっていない場合の「No書式」 

申請が理事会規則2100/94の第50条に定められている要件を満たしていない場合、「No書式（No-form）」

が発行され、申請者（又は手続上の代理人）に送られる。この「No書式」では、不備な情報がすべて

具体的に示される。「No書式」の発効日から１か月以内に不備な点がすべて修正された場合にのみ、

申請日が割り振られる。 

8.1.3 ｢C書式｣ 

「R書式」の発行から15日目よりあとに申請料金が受け取られた場合、「C書式」が発行され、申請

者に送られる。品種庁は、支払い遅延のために改めて割り振られた申請日を知らせる。 

「R書式」は、ファイル受領の更新情報を知らせるために送られる場合もある。たとえば、修正情報

の全部又は一部が送られて来た場合、あるいはなにも送られていない場合、品種庁は「C書式」を発行

し、すべての情報が有効で完全になった旨、あるいはまだ不備な部分がある旨を知らせる。 

 

8.2 出版物 

品種庁は、各偶数月にウェブサイト上で官報を発行し、過去２か月における品種庁の登録情報の変更

点を知らせる。 

申請のうち、有効で完全であり（つまり、申請日が割り振られており）、料金が支払われているもの

だけが官報に掲載される。申請の掲載は、理事会規則2100/94の第95条で認められている「仮保護」につ

ながるため、重要な意味を持つ。 

 

8.3 技術的審査 

申請に瑕疵が見つからない場合、品種庁は技術的審査の手配を行う。 

品種の区別性、均一性および安定性を調べる品種の技術的審査は、品種庁管理理事会の委託を受けた

審査機関が行い、割り振られた種類の試験を行う。 

個々の種類についてのこのような審査をすべきかどうかの決定は、その品種の原産地、申請者の出生

地、検査対象の種類についての、想定される審査機関の実務経験とレファレンスコレクションの完全性

といった基準に基づいて下される。この決定は、品種庁が専らに行う。 

かかる審査が選択されると、品種庁から申請者に種苗の提出を求める通知が送られ、種苗のタイプ、

必要な品質と数量、および提出先が示される。技術審査に関係する疑問はすべて、申請者と審査機関の

あいだではなく、申請者と品種庁のあいだで解決される。品種庁の介入なしに、申請者と技術機関だけ

でなされた合意は手順全体の障害となるものであって、品種庁を束縛しない。 

材料が提供されない場合、申請の拒絶につながる場合がある。 

特別な条件で試験を受ける種類については、CPVOは試験を延期させることができる。詳細は、CPVOウ

ェブサイトの「試験延期ルール（postponement of testing rules）」で見ることができる。 

生育期間が複数ある場合、申請者には各生育間の末に中間レポートが送られる。すべての技術審査で、

試験が終了すると最終レポートが発行される。その後、申請者は、2か月以内にこのレポートについての

コメントを品種庁に提出する。 

 

 

 

8.4 技術報告書の「利用」 

各国の植物品種権をすでに得ている、あるいは欧州連合加盟国のナショナルリストに登録されている

品種についての技術的審査がすでに実施されている、あるいは実施のためのプロセスが進められている

場合、当該担当機関の審査レポートがCPVR申請についての決定を下すのに十分な判断材料になると品種

庁が判断する場合がある。ただし、これが適用されるのは、品種庁管理理事会の委託を受けた、欧州連

合の審査機関によるレポート、又はEU内で特定の種類のDUS（区別性、均一性および安定性）についての

専門知識がないために、植物新品種保護国際同盟（UPOV）の加盟国の審査機関が出したDUSレポートの再

利用が想定され、そのレポートにおける技術審査が上記8.3項と同じ条件で実施されている場合に限られ

る。 

 

8.5 審査シーズンの締め切り日 

品種庁は、締め切り日と種苗提出日を決定する。締め切り日は、当該申請の技術的審査を次の生育期

間に実施するために必要とされる、完全な申請書（申請には申請日が割り振られていなければならない！）

の提出期間の最終日となる。これら締め切り日および提出日は、ウェブサイト上の品種庁の官報の特別

号（S2）で公表される。 

 

９ 品種名称 

 

品種庁のウェブサイトで公開されている文書「第63条についての管理理事会の指針（Guidelines of the 

Administrative Council on Article 63）」に書かれているように、欧州植物品種権についての理事会

規則の第63条に基づくルールは表常に重要である。 

品種名称承認のための手順には、さまざまなステップがある。品種庁が品種名称の提案を受け取ると、

この名称がチェックされる。この名称に問題がある場合、申請者は連絡を受け、コメントあるいは新た

な品種名称の提案ができる。問題がない場合、その品種名称が官報で公表される。理事会規則2100/94

の第59条(4)(b)に従い、申請から3か月以内であれば、提案された品種名称への異議申立ができる。異議

申立あるいは他の審査当局からの意義申し立てのいずれもない場合、その品種名称の承認準備が整った

ことになる。この承認は、保護証書の付与決定と同時になされる。名称が承認されると、その品種には

権利が付与される。商業目的ではその品種名称が必ず使用されなければならない。 

商標が名称と同時に使われる場合は、品種名称自体が簡単に認識できるようになっていなければなら

ない。 

 

10 決定プロセス 

 

技術的審査が終了し、品種名称について問題が発見されず、申請者からのコメント期限が過ぎると、

レポートの草案および申請の技術内容が品種庁の内部委員会に送られ、決定が下される。この委員会は、

品種庁長官の権限のもとで活動し、技術面での資格を有する２人の委員と法律面での資格を有する１人

のメンバーで構成されている。 
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8.1.2 申請がまだ有効となっていない場合の「No書式」 

申請が理事会規則2100/94の第50条に定められている要件を満たしていない場合、「No書式（No-form）」

が発行され、申請者（又は手続上の代理人）に送られる。この「No書式」では、不備な情報がすべて

具体的に示される。「No書式」の発効日から１か月以内に不備な点がすべて修正された場合にのみ、

申請日が割り振られる。 

8.1.3 ｢C書式｣ 

「R書式」の発行から15日目よりあとに申請料金が受け取られた場合、「C書式」が発行され、申請

者に送られる。品種庁は、支払い遅延のために改めて割り振られた申請日を知らせる。 

「R書式」は、ファイル受領の更新情報を知らせるために送られる場合もある。たとえば、修正情報

の全部又は一部が送られて来た場合、あるいはなにも送られていない場合、品種庁は「C書式」を発行

し、すべての情報が有効で完全になった旨、あるいはまだ不備な部分がある旨を知らせる。 

 

8.2 出版物 

品種庁は、各偶数月にウェブサイト上で官報を発行し、過去２か月における品種庁の登録情報の変更

点を知らせる。 

申請のうち、有効で完全であり（つまり、申請日が割り振られており）、料金が支払われているもの

だけが官報に掲載される。申請の掲載は、理事会規則2100/94の第95条で認められている「仮保護」につ

ながるため、重要な意味を持つ。 

 

8.3 技術的審査 

申請に瑕疵が見つからない場合、品種庁は技術的審査の手配を行う。 

品種の区別性、均一性および安定性を調べる品種の技術的審査は、品種庁管理理事会の委託を受けた

審査機関が行い、割り振られた種類の試験を行う。 

個々の種類についてのこのような審査をすべきかどうかの決定は、その品種の原産地、申請者の出生
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8.4 技術報告書の「利用」 
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8.5 審査シーズンの締め切り日 
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９ 品種名称 
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規則の第63条に基づくルールは表常に重要である。 
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商標が名称と同時に使われる場合は、品種名称自体が簡単に認識できるようになっていなければなら
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10 決定プロセス 

 

技術的審査が終了し、品種名称について問題が発見されず、申請者からのコメント期限が過ぎると、

レポートの草案および申請の技術内容が品種庁の内部委員会に送られ、決定が下される。この委員会は、

品種庁長官の権限のもとで活動し、技術面での資格を有する２人の委員と法律面での資格を有する１人

のメンバーで構成されている。 
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11 欧州植物品種権 

 

権利が付与されると、年間料金が支払われている場合、その権利の最長有効期間は25年、ブドウ、樹

木およびバレイショの場合は30年となる。 

 

12 審判請求 

 

理事会規則2100/94の第67条に従い、品種庁の決定に対する審判請求を審判部に提出することができる。

審判請求書は、決定の通達/公表（決定の受取人からの請求の場合は通達、第三者からの請求の場合は公

表）から2か月以内に書面にて品種庁に提出されなければならず、上記の通達又は公表から４か月以内に、

請求の理由を記した陳述書が提出されなければならない。 

書面の書式には、インクで書かれた、請求人又はその手続上の代理人の署名が付されていなければな

らない。 

品種庁が審判請求を受け取る日までに、審判請求料金（1,500ユーロ）の３分の１（500ユーロ）が支

払われなければならない。残りの3分の2は、品種庁からの請求に応じて、審判部への審判請求の提出か

ら1か月以内に支払われなければならない。 

 

13 権利の放棄/申請の取り下げ 

 

放棄および取り下げは、品種庁に電子的な方法で連絡することができる。ただし、放棄又は取り下げ

の宣言が品種庁あての電子メールの添付として送られなければならない。放棄および取り下げは、ファ

ックス、郵便又は手渡しでも届けることができる。権利の保有者は、代理で放棄を行う代理人を任命す

ることができる。その場合、品種庁宛の信任状において、放棄を行う代理人を任命した旨が権利保有者

の名前で明示的に示さなければならない。品種庁からは、放棄および取り下げの確認が送られる。 

 

13.1 放棄 

次回の年間料金を支払う責任を回避するのであれば、放棄の要求は、CPVR付与の応当日の前に品種庁

に届けられなければならない。CPVR付与の応当日が過ぎると、年間料金を支払わなければならない。 

 

13.2 取り下げ 

技術的審査が進行中の申請については、技術的審査の料金は返金されない。不必要な審査料金の支払

いを避けるために、可能であれば、申請の放棄は、種苗の提出日の前に品種庁まで届けられなければな

らない。 

 

14 権利の行使 

 

CPVRの保有者は、保護品種に関係する活動を行う権利を有する。他の者がそのような活動を希望する

場合、最初に保有者の認可を得なければならず、かかる保有者はその許諾に条件および制限をつけるこ

 

とができる。特定の活動とは、以下を言う。 

(a) 生産又は繁殖（増殖） 

(b) 繁殖を目的とした調整 

(c) 販売の申し出 

(d) 販売又はその他のマーケティング 

(e) 共同体からの輸出 

(f) 共同体への輸入 

(g) 上記(a)から(f)のいずれかを目的とした貯蔵 

 

CPVRの適用範囲は品種から収穫された生産物（たとえば、共同体に輸入された果実や切り花）にまで

及び、かかる生産物が保護品種の種苗の無認可使用によって得られている場合、ならびに育成者が生産

場所で自身の権利を行使できない場合に適用される。 

この権利の対象外となるものには、理事会規則の第14条に記され、特定の農作物種のみに適用される、

いわゆる「農家の自家採種」の適用除外がある。 

第15条には、CPVRの適用範囲外となる、５つの活動分類が記されており、以下はそのなかでもとりわ

け重要なものとなる。 

(a) 個人的、かつ非商業目的で行われる活動 

(b) 試験目的で行われる活動 

(c) 育種又は他の品種の開発の目的で行われる活動 

 

15 累積的保護の禁止 

 

CPVRの仕組みは、各国の仕組みに取って代わることを目的としているのではなく、代替の仕組みとし

てそれら国々の仕組みと共存することを目的としており、実際のところ、ある品種に関係して、共同体

と国の両方の品種権を同時に保有するのは不可能だということは強調されておくべきである。同様に、

CPVRは特許とは共存できない。CPVRがすでに存在している品種に対して欧州連合の領土内で付与された

国の植物品種権又は特許は、効力を有さない。国の植物品種権又は特許がすでに付与されている品種に

関係してCPVRが付与された場合、国の当該の植物品種権又は特許は、CPVRの期間中、停止される。 

 

16 審査レポート、申請書および権利証明文書の謄本請求 

 

16.1 植物品種権当局同士の審査結果交換を目的とした審査レポートの謄本請求 

申請者が、欧州植物品種権申請のあとに同じ品種の植物品種権の申請を提出した場合、申請者は、過

去に欧州植物品種庁（CPVO）に申請を提出していることを、関係する国の機関に知らせなければならな

い。各国の当該当局は、独自に技術審査を実施することも、あるいは品種審査の国際協力の枠組みのな

かで、欧州植物品種庁からDUS審査レポートを入手できるかどうかを検討することもできる。 

欧州植物品種庁の代理で技術的審査が行われていた場合、CPVOは、DUS審査レポートおよび付属の品種記

述書（肯定的なレポートの場合）の謄本を提供することができる。UPOVの一般的な慣行としては、このよ
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うなレポートは、350スイスフラン（320ユーロに相当）を支払えば国家当局同士の交換が可能であるが、

申請者に直接送付することはできない。 

国家機関がレポートの入手を望む場合、最初にその国家機関からの正式な請求（UPOV書式）がCPVOに送

られなければならない。その後、提供可能な場合、品種庁は、レポートおよび品種の記述書の謄本を作成

する。品種庁は、国家機関が記載した申請者又は企業に対して、その謄本請求に対する請求書を送付する。

支払いの受領後、品種庁は、国家機関に対して請求されたレポートを配達証明付き郵便又は宅配便で送付

する。 

 

16.2 優先権主張又は法的手続きを目的とした申請書および権利証書の謄本請求 

16.2.1 優先権主張用： 

共同体植物品種申請に基づき優先権を主張したい場合は、CPVOの出願番号と同じ品種について後発

の申請をした国を明記した書面によりCPVOに要求する。 

品種庁は申請の受理を連絡し、最大10ページまで20ユーロ、その後は1ページ当たり1ユーロの当該

請求の請求書を電子メールで送る。 

手続き中の申請（最終決定がまだ下されていない品種）の場合、優先権に関する書類には以下が含

まれる。 

・ 書類の謄本を送付する国名などを記したカバーレター（宣言） 

・ 申請書謄本 

・ 可能な場合は、受理された品種名称 

・ 可能な場合は、品種の写真のコピー 

・ 必要とみなされた場合には、申請書類の修正を反映した、登録簿の抜粋 

権利付与済みの申請（共同体品種権がすでに付与されている品種）の場合、優先権に関する書類に

は以下が含まれる。 

・ 書類の謄本を送付する国などを記したカバーレター（宣言） 

・ 申請書謄本 

・ 可能な場合は、品種の写真のコピー 

・ 権利証書の謄本 

・ 必要とみなされた場合には、申請書類の修正を反映した、登録簿の抜粋 

 

16.2.2 法的目的（権利侵害の場合など）用 

権利侵害などを理由として、謄本の形式で機関に裏付け書類を提出しなければならない場合は、品種

庁に請求する。そのような場合、品種庁は以下のような書類を提供することができる。 

・ 証明書 

・ 決定 

・ 品種の記述書 

・ 写真 

・ 譲渡証明書 

・ 更新を反映した、登録記録の抜粋 

 

付属文書Ⅰ 

申請書記入についての注意 

 

オンライン申請の場合は、ウェブサイトのオンライン・サービスを参照のこと。必要なことはすべて、

そこで説明されている。 

 

紙の申請の場合は、以下のガイドラインに従うこと。 

はじめに 

ウェブサイトで関連の書式をプリントアウトする。書式のすべての欄に記入することが重要で、質

問が品種に当てはまらない場合は、その旨を記入する。回答が必須の欄および項目には、アスタリス

ク（*）が付けられている。 

カバーページ 

植物の学名と出願品種の仮名称を記載する。申請書のポイント番号ごとの説明は以下の通り。 

ポイント１ - 申請者 

法人の代理として正当に任命された自然人は、法人のために行動する法的な権限を持ち、その署名

によって当該法人を拘束できる者でなければならない。 

ポイント２ - 手続上の代理人 

手続上の代理人が必須である場合（申請者が欧州連合の領土内に居住、定住又は在住していない場

合）、手続上の代理人は申請者の社員であってはならない。 

手続上の代理人が必須でない場合でも、任命することはできる。任命された者は、社員であっては

ならない。 

品種庁の書式「手続上の代理人の指名（Designation of a procedural representative）」を使用

することができる。この書式には法的に権限を与えられた者の署名が必要である。 

ポイント４ - 品種の名称 

品種名称の提案は、必ずしも申請時に提出する必要はない。ただし、申請時に提出しない場合は、

その後、できるだけ早い時期に提出するのが望ましい。あとで提出する場合は「品種名称の提案

（Proposal for a variety denomination）」書式を使って提出されなければならない。品種名称の提

案は、品種庁が技術的審査の最終結果を受領するまでに提出されなければならない。ただし、申請時

には仮名称（育成系統名）が提出されなければならない。 

ポイント5 - 育成者 

育成者が申請者と同一の者ではない場合、以下のいずれかの手続きがとられなければならない。 

育成者が社員である場合、欧州植物品種権についての権利が、雇用関係に関する国内の法律に基づ

いて決定されなければならず、その国内法律の詳細が知らされなければならない。 

育成者が社員ではない場合、育成者であることを裏付ける証拠の文書が、原本又は発行機関の謄本

のいずれかのかたちで添付されなければならない。 

ポイント6 - 他のすべての申請についての詳細情報 

同じ品種について他の機関に提出された、過去のすべての申請が、CPVOに提出されたものも含め（再
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うなレポートは、350スイスフラン（320ユーロに相当）を支払えば国家当局同士の交換が可能であるが、

申請者に直接送付することはできない。 

国家機関がレポートの入手を望む場合、最初にその国家機関からの正式な請求（UPOV書式）がCPVOに送

られなければならない。その後、提供可能な場合、品種庁は、レポートおよび品種の記述書の謄本を作成

する。品種庁は、国家機関が記載した申請者又は企業に対して、その謄本請求に対する請求書を送付する。

支払いの受領後、品種庁は、国家機関に対して請求されたレポートを配達証明付き郵便又は宅配便で送付

する。 

 

16.2 優先権主張又は法的手続きを目的とした申請書および権利証書の謄本請求 

16.2.1 優先権主張用： 

共同体植物品種申請に基づき優先権を主張したい場合は、CPVOの出願番号と同じ品種について後発

の申請をした国を明記した書面によりCPVOに要求する。 

品種庁は申請の受理を連絡し、最大10ページまで20ユーロ、その後は1ページ当たり1ユーロの当該

請求の請求書を電子メールで送る。 

手続き中の申請（最終決定がまだ下されていない品種）の場合、優先権に関する書類には以下が含

まれる。 

・ 書類の謄本を送付する国名などを記したカバーレター（宣言） 

・ 申請書謄本 

・ 可能な場合は、受理された品種名称 

・ 可能な場合は、品種の写真のコピー 

・ 必要とみなされた場合には、申請書類の修正を反映した、登録簿の抜粋 

権利付与済みの申請（共同体品種権がすでに付与されている品種）の場合、優先権に関する書類に

は以下が含まれる。 

・ 書類の謄本を送付する国などを記したカバーレター（宣言） 

・ 申請書謄本 

・ 可能な場合は、品種の写真のコピー 

・ 権利証書の謄本 

・ 必要とみなされた場合には、申請書類の修正を反映した、登録簿の抜粋 

 

16.2.2 法的目的（権利侵害の場合など）用 

権利侵害などを理由として、謄本の形式で機関に裏付け書類を提出しなければならない場合は、品種

庁に請求する。そのような場合、品種庁は以下のような書類を提供することができる。 

・ 証明書 

・ 決定 

・ 品種の記述書 

・ 写真 

・ 譲渡証明書 

・ 更新を反映した、登録記録の抜粋 

 

付属文書Ⅰ 

申請書記入についての注意 

 

オンライン申請の場合は、ウェブサイトのオンライン・サービスを参照のこと。必要なことはすべて、

そこで説明されている。 

 

紙の申請の場合は、以下のガイドラインに従うこと。 

はじめに 

ウェブサイトで関連の書式をプリントアウトする。書式のすべての欄に記入することが重要で、質

問が品種に当てはまらない場合は、その旨を記入する。回答が必須の欄および項目には、アスタリス

ク（*）が付けられている。 

カバーページ 

植物の学名と出願品種の仮名称を記載する。申請書のポイント番号ごとの説明は以下の通り。 

ポイント１ - 申請者 

法人の代理として正当に任命された自然人は、法人のために行動する法的な権限を持ち、その署名

によって当該法人を拘束できる者でなければならない。 

ポイント２ - 手続上の代理人 

手続上の代理人が必須である場合（申請者が欧州連合の領土内に居住、定住又は在住していない場

合）、手続上の代理人は申請者の社員であってはならない。 

手続上の代理人が必須でない場合でも、任命することはできる。任命された者は、社員であっては

ならない。 

品種庁の書式「手続上の代理人の指名（Designation of a procedural representative）」を使用

することができる。この書式には法的に権限を与えられた者の署名が必要である。 

ポイント４ - 品種の名称 

品種名称の提案は、必ずしも申請時に提出する必要はない。ただし、申請時に提出しない場合は、

その後、できるだけ早い時期に提出するのが望ましい。あとで提出する場合は「品種名称の提案

（Proposal for a variety denomination）」書式を使って提出されなければならない。品種名称の提

案は、品種庁が技術的審査の最終結果を受領するまでに提出されなければならない。ただし、申請時

には仮名称（育成系統名）が提出されなければならない。 

ポイント5 - 育成者 

育成者が申請者と同一の者ではない場合、以下のいずれかの手続きがとられなければならない。 

育成者が社員である場合、欧州植物品種権についての権利が、雇用関係に関する国内の法律に基づ

いて決定されなければならず、その国内法律の詳細が知らされなければならない。 

育成者が社員ではない場合、育成者であることを裏付ける証拠の文書が、原本又は発行機関の謄本

のいずれかのかたちで添付されなければならない。 

ポイント6 - 他のすべての申請についての詳細情報 

同じ品種について他の機関に提出された、過去のすべての申請が、CPVOに提出されたものも含め（再
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提出の場合）、対象となる。 

すべての欄に記入すること（該当する場合）。ここで情報を提供することにより、申請者は費用の

節約が可能となる場合がある（技術的審査の代わりに審査報告書を入手）。 

 

以下のISOコードを使って「国名（State）」を記入する。 

EU加盟国 

AT = オーストリア、BE = ベルギー、BG = ブルガリア、HR = クロアチア、CY = キプロス、CZ = チ

ェコ共和国、DK = デンマーク、EE = エストニア、FI = フィンランド、FR = フランス、DE = ドイ

ツ、EL = ギリシャ、HU = ハンガリー、IE= アイルランド、IT = イタリア、LV = ラトビア、LT = リ

トアニア、LU = ルクセンブルク、MT = マルタ、NL =  オランダ、PL = ポーランド、PT = ポルト

ガル、RO = ルーマニア、 SK = スロバキア、SI = スロベニア、ES = スペイン、SE = スウェーデ

ン、UK = 英国 

2005年７月29日、欧州連合はUPOVに加盟した。 

EU加盟国以外のUPOV加盟国/加盟組織 

OAPI = アフリカ知的財産機関、AL = アルバニア、AR = アルゼンチン、AU = オーストラリア、AZ = 

アゼルバイジャン、BY = ベラルーシ、BO = ボリビア、BA = ボスニア・ヘルツェゴビナ、BR = ブ

ラジル、CA = カナダ、CL = チリ、CN = 中国、CO = コロンビア、CR = コスタリカ、DO = ドミニ

カ共和国、EC = エクアドル、IS = アイスランド、GE = ジョージア、IL = イスラエル、JP = 日本、

JO = ヨルダン、KE = ケニア、KG = キルギス、KR = 大韓民国、MK = マケドニア旧ユーゴスラビア

共和国、MX = メキシコ、MD = モルドバ共和国、MA = モロッコ、ME = モンテネグロ、NZ = ニュー

ジーランド、NI = ニカラグア、NO = ノルウェー、OM = オマーン、PA = パナマ、PY = パラグアイ、

PE = ペルー、RU = ロシア、RS = セルビア、SG = シンガポール、ZA = 南アフリカ、CH = スイス、 

TT = トリニダード・トバゴ、TN = チュニジア、TR = トルコ、TZ = タンザニア連合共和国、UA = ウ

クライナ、US = 米国、UY = ウルグアイ、UZ = ウズベキスタン、VN = ベトナム 

「日付（Date）」は、日/月/年の書式で書かれなければならない。たとえば、2014年３月２日は、02.03.14

となる。品種の権利付与又はリスト追加又は特許取得の日ではなく、申請の日を明記すること。 

「機関（Authority）」：機関名は、以下のような略称を使って示してもよい  

INOV = Instance Nationale des Obtentions Végétales / FR  

BSA = Bundessortenamt / DE 

PVRO = Plant Variety Rights Office / UK  

NAKT = Naktuinbouw / NL etc. 

「ステージ（Stage）」には、以下の記号を使用する。 

A – 申請審理中 

B – 申請拒絶済み 

C – 申請取り下げ済み 

D – 植物育成者権又は特許が付与済み、あるいは品種が公的な品種リストに登録されている 

ポイント7 - 優先権 

優先権の主張は、EU加盟国又はUPOV条約の同盟国のいずれかで、当該申請者又は他の前権利者によ

 

って行われた、同じ品種の過去の育成者権申請でもっとも早く提出されたものが対象とならなければ

ならない。優先権を得るためには、この過去のもっとも早い申請が、当該申請の前の12か月のあいだ

に申請されており、現存していなければならない。 

過去の申請のコピーは、担当の当局の認証を受けており、申請日から３か月以内に品種庁に届けら

れなければならない。 

ポイント8 - 品種は商業目的又は他の目的で利用されているか？ 

08.01、08.02および08.03の３つの質問すべてで「yes」又は「no」のボックスにチェックを入れる。

08.03の質問に該当しない場合は、その旨を記す。「yes」を選んだ場合は、正確な日付と国を明らか

にする。「2015」といったようにその年を示すだけでは不十分。 

CPVRは、その品種が新規である場合にのみ付与することができる。以下のように育成者の同意を得

てその品種が販売されたり、あるいは利用された場合、新規とはみなされない。 

 申請日の１年よりも前に欧州連合内で販売又は利用された場合 

 申請日の４年よりも前、あるいは樹木およびブドウの場合は６年よりも前に、欧州連合外で販売

又は利用されていた場合 

申請者は、認められている時期より前に販売又は同様の利用がなされないようにするために、事前

に適切な注意を払うことが求められる。 

品種の種苗が以下のようなタイプの利用がされた場合には、新規性は損なわれない。 

 法令上の目的による公的機関を相手とした利用、あるいは法令に基づいて、生産、繁殖、増殖、

調整又は貯蔵のみを目的とした、その他を相手とした利用。ただし、育成者は利用についての独

占的な権利を保有し、その他の者に対するそれ以上の利用は行われないものとする。 

 試験目的、あるいは他の品種の育種の目的で他の植物から繁殖され、それ以上の繁殖又は増殖に

使用されない材料の利用、ただし、品種名を出さずにその利用を目的として、物理的な譲渡があ

った場合は除く。 

 育成者が公的な、あるいは公的に認められた展示会でその品種を展示したことを理由とする、あ

るいはその展示の結果として生じた利用。 

ポイント９ - 技術的審査 

ナショナルのリストあるいは知的財産権のいずれかに関連する技術的審査が実施済みである、ある

いは実施中である場合、品種庁はこの審査レポートを考慮対象とすることができる。 

ポイント10 - 申請料金 

申請料金（紙の申請の場合は650ユーロ、オンライン申請の場合は450ユーロ）は、品種庁の銀行口

座に振り込まれなければならない。支払いは、申請の提出日の前、あるいはその当日に行われなけれ

ばならない。 

支払いが品種庁の銀行口座に振り込まれていないとき、あるいは情報が不完全であるために品種庁

が支払いの特定ができない場合、品種庁は、最終となる申請日を割り振らない。その結果、その申請

はCPVOの官報に掲載されなくなる。 

ポイント11 – 添付書類 

ボックスにチェックを入れ、同封の書類を示す。 

ポイント12 – 備考欄 

書類の処理に役立つような追加情報を、自由に記載することができる。 
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提出の場合）、対象となる。 

すべての欄に記入すること（該当する場合）。ここで情報を提供することにより、申請者は費用の

節約が可能となる場合がある（技術的審査の代わりに審査報告書を入手）。 

 

以下のISOコードを使って「国名（State）」を記入する。 

EU加盟国 

AT = オーストリア、BE = ベルギー、BG = ブルガリア、HR = クロアチア、CY = キプロス、CZ = チ

ェコ共和国、DK = デンマーク、EE = エストニア、FI = フィンランド、FR = フランス、DE = ドイ

ツ、EL = ギリシャ、HU = ハンガリー、IE= アイルランド、IT = イタリア、LV = ラトビア、LT = リ

トアニア、LU = ルクセンブルク、MT = マルタ、NL =  オランダ、PL = ポーランド、PT = ポルト

ガル、RO = ルーマニア、 SK = スロバキア、SI = スロベニア、ES = スペイン、SE = スウェーデ

ン、UK = 英国 

2005年７月29日、欧州連合はUPOVに加盟した。 

EU加盟国以外のUPOV加盟国/加盟組織 

OAPI = アフリカ知的財産機関、AL = アルバニア、AR = アルゼンチン、AU = オーストラリア、AZ = 

アゼルバイジャン、BY = ベラルーシ、BO = ボリビア、BA = ボスニア・ヘルツェゴビナ、BR = ブ

ラジル、CA = カナダ、CL = チリ、CN = 中国、CO = コロンビア、CR = コスタリカ、DO = ドミニ

カ共和国、EC = エクアドル、IS = アイスランド、GE = ジョージア、IL = イスラエル、JP = 日本、

JO = ヨルダン、KE = ケニア、KG = キルギス、KR = 大韓民国、MK = マケドニア旧ユーゴスラビア

共和国、MX = メキシコ、MD = モルドバ共和国、MA = モロッコ、ME = モンテネグロ、NZ = ニュー

ジーランド、NI = ニカラグア、NO = ノルウェー、OM = オマーン、PA = パナマ、PY = パラグアイ、

PE = ペルー、RU = ロシア、RS = セルビア、SG = シンガポール、ZA = 南アフリカ、CH = スイス、 

TT = トリニダード・トバゴ、TN = チュニジア、TR = トルコ、TZ = タンザニア連合共和国、UA = ウ

クライナ、US = 米国、UY = ウルグアイ、UZ = ウズベキスタン、VN = ベトナム 

「日付（Date）」は、日/月/年の書式で書かれなければならない。たとえば、2014年３月２日は、02.03.14

となる。品種の権利付与又はリスト追加又は特許取得の日ではなく、申請の日を明記すること。 

「機関（Authority）」：機関名は、以下のような略称を使って示してもよい  

INOV = Instance Nationale des Obtentions Végétales / FR  

BSA = Bundessortenamt / DE 

PVRO = Plant Variety Rights Office / UK  

NAKT = Naktuinbouw / NL etc. 

「ステージ（Stage）」には、以下の記号を使用する。 

A – 申請審理中 

B – 申請拒絶済み 

C – 申請取り下げ済み 

D – 植物育成者権又は特許が付与済み、あるいは品種が公的な品種リストに登録されている 

ポイント7 - 優先権 

優先権の主張は、EU加盟国又はUPOV条約の同盟国のいずれかで、当該申請者又は他の前権利者によ

 

って行われた、同じ品種の過去の育成者権申請でもっとも早く提出されたものが対象とならなければ

ならない。優先権を得るためには、この過去のもっとも早い申請が、当該申請の前の12か月のあいだ

に申請されており、現存していなければならない。 

過去の申請のコピーは、担当の当局の認証を受けており、申請日から３か月以内に品種庁に届けら

れなければならない。 

ポイント8 - 品種は商業目的又は他の目的で利用されているか？ 

08.01、08.02および08.03の３つの質問すべてで「yes」又は「no」のボックスにチェックを入れる。

08.03の質問に該当しない場合は、その旨を記す。「yes」を選んだ場合は、正確な日付と国を明らか

にする。「2015」といったようにその年を示すだけでは不十分。 

CPVRは、その品種が新規である場合にのみ付与することができる。以下のように育成者の同意を得

てその品種が販売されたり、あるいは利用された場合、新規とはみなされない。 

 申請日の１年よりも前に欧州連合内で販売又は利用された場合 

 申請日の４年よりも前、あるいは樹木およびブドウの場合は６年よりも前に、欧州連合外で販売

又は利用されていた場合 

申請者は、認められている時期より前に販売又は同様の利用がなされないようにするために、事前

に適切な注意を払うことが求められる。 

品種の種苗が以下のようなタイプの利用がされた場合には、新規性は損なわれない。 

 法令上の目的による公的機関を相手とした利用、あるいは法令に基づいて、生産、繁殖、増殖、

調整又は貯蔵のみを目的とした、その他を相手とした利用。ただし、育成者は利用についての独

占的な権利を保有し、その他の者に対するそれ以上の利用は行われないものとする。 

 試験目的、あるいは他の品種の育種の目的で他の植物から繁殖され、それ以上の繁殖又は増殖に

使用されない材料の利用、ただし、品種名を出さずにその利用を目的として、物理的な譲渡があ

った場合は除く。 

 育成者が公的な、あるいは公的に認められた展示会でその品種を展示したことを理由とする、あ

るいはその展示の結果として生じた利用。 

ポイント９ - 技術的審査 

ナショナルのリストあるいは知的財産権のいずれかに関連する技術的審査が実施済みである、ある

いは実施中である場合、品種庁はこの審査レポートを考慮対象とすることができる。 

ポイント10 - 申請料金 

申請料金（紙の申請の場合は650ユーロ、オンライン申請の場合は450ユーロ）は、品種庁の銀行口

座に振り込まれなければならない。支払いは、申請の提出日の前、あるいはその当日に行われなけれ

ばならない。 

支払いが品種庁の銀行口座に振り込まれていないとき、あるいは情報が不完全であるために品種庁

が支払いの特定ができない場合、品種庁は、最終となる申請日を割り振らない。その結果、その申請

はCPVOの官報に掲載されなくなる。 

ポイント11 – 添付書類 

ボックスにチェックを入れ、同封の書類を示す。 

ポイント12 – 備考欄 

書類の処理に役立つような追加情報を、自由に記載することができる。 
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付属文書II 

料金体系 

料金体系は、料金についての委員会規則(EC) No. 1238/95に基づいている。この規則は、Regulation 

(EC) No. 329/2000、Regulation (EC) No. 569/2003、Regulation (EC) No. 1177/2005、 Regulation (EC) 

No. 2039/2005およびRegulation (EC) No. 572/2008および(EU) n°1294/2014によって改訂された。 

 

１．申請料金： 

紙の申請 ......................................................................... 650ユーロ 

オンライン申請 ................................................................... 450ユーロ 

 

支払期限：申請料金の支払いは、品種庁への申請提出日の前あるいは当日になされなければならない。

この支払いが品種庁への申請と同じときに受領されていない場合、受領通知によって申請者にその旨が

通知され、その書式の発行日から２週間以内に申請料金を支払うことが求められる。この２週間の期限

が切れると、品種庁は未払い料金の督促状を送付し、それにより、仮の申請日が取り外される。督促状

の発行日から１か月以内に申請料金が受領された場合、申請料金の受領日が申請日となる。督促状の発

行日から１か月以内に申請料金が受領されない場合は、申請が断念されたとみなされる。 

品種庁が申請料金用の処理を速やかに行えるようにするために、銀行振込票には、支払いの対象とな

っているすべての申請の品種名称、種類及び料金の種類（申請料金）といった情報を記載すること。 

銀行振込票に十分なスペースがある場合は、上記の情報とともに、支払いの詳細（振込人の氏名と住

所、支払日、ユーロでの総支払額）を書き、電子メール、ファックス又は郵便で品種庁まで直接送る。 

 

２．審査料金（付属文書III参照） 

審査料金は、現行の規則に基づき、固定されている。生育期間ごとに支払われる審査料金は、品種が

どの作物に属するのかによって異なり、料金は最少額の1,530ユーロから最高額の3,350ユーロまでとな

っている。それぞれの種類は、既存の14の料金グループのいずれかに属する。料金グループを記した、

全作物のリストは、ウェブサイト又はCPVOの官報の特別号（S2）で見ることができる。 

 

審査料金の徴収： 

a.) 生育期間ごと 

b.) 特定の農作物の交雑品種で、親品種について公式の記述書が入手できず、審査が必要な場合 

支払期限： 

最初の生育期間：支払いは、技術審査の対象となる種苗の受け取り期限までに行われなければならな

い。 

・ 少なくとも上記の日付までに支払いが受領されないと、審査は実施されないので、注意が必要。 

２作目以降の生育期間：当該期間の開始1か月前 

・ 少なくとも上記の日付までに支払いが受領されないと､審査は中断され、結果的にその品種の生育

期間に間に合わなくなるおそれがある。 

 

成育期間ごとに請求書が品種庁より送付される。 

 

３．審査レポート入手料金 ......................................................... 320ユーロ 

加盟国において公的な目的で過去に行われた品種の技術的審査のレポートを品種庁が利用する場合、

管理料金として320ユーロが徴収される。 

支払期限： 

品種庁によるレポートの請求書の発行日から30日以内 

 

４．年間登録料金 

2017年１月１日以降に発生する年間料金については、１品種当たり年間330ユーロに固定されている。 

支払期限： 

１回目の年間登録料金は、権利付与の日付から60日以内に支払われなければならない。 

それ以降の年間登録料金は、権利付与の日の応当日がある月の前月（暦月）の最初の日に支払われな

ければならない。 

 

例: 

CPVRの付与日 

 

2013年４月22日 

１回目の年間料金の支払期限 2013年６月21日 

翌年以降： 

２回目の年間料金の支払期限 

 

2014年３月１日 

３回目の年間料金の支払期限 

（以下同様） 

2015年３月１日 

毎年、品種庁より請求書が送られる。 

年間料金はCPVRが付与されている間、毎年請求される。その1年は、CPVRが付与された日の応当日から

始まる。そのため、権利保有者が権利の放棄を希望する場合、放棄の通知は、新しい保護対象年が始ま

る前までに品種庁に届けられなければならない。１回目の年間料金は必ず支払われなければならない。 

上記の例の続き： 

権利保有者が保護２年目の末に権利放棄を希望する場合、放棄の通知は、2015年４月21までに品種庁

に届けられなければならない。 

上記の期日までに品種庁への通知が届かない場合、翌年の年間料金を支払わなければならなくなる。 

品種庁は、権利の保護を維持するための支払いについては、返金は一切しない。 

 

５．審判料金： ................................................................. 1 500ユーロ 

品種庁が審判請求を受け取る日までに、申請者から請求費（1,500ユーロ）の３分の１（500ユーロ）

が支払われなければならない。残りの３分の２は、品種庁からの請求に従って、審判部への請求の提出

から１か月以内に支払われなければならない。 

原審の際には未知の状態であった事実を理由として審判が引き継がれたときを除き、長官の命令によ

って、又は審判部の命令によって審判が途中で修正された場合、審判料金は返金される。 
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付属文書II 

料金体系 

料金体系は、料金についての委員会規則(EC) No. 1238/95に基づいている。この規則は、Regulation 

(EC) No. 329/2000、Regulation (EC) No. 569/2003、Regulation (EC) No. 1177/2005、 Regulation (EC) 

No. 2039/2005およびRegulation (EC) No. 572/2008および(EU) n°1294/2014によって改訂された。 

 

１．申請料金： 

紙の申請 ......................................................................... 650ユーロ 

オンライン申請 ................................................................... 450ユーロ 

 

支払期限：申請料金の支払いは、品種庁への申請提出日の前あるいは当日になされなければならない。

この支払いが品種庁への申請と同じときに受領されていない場合、受領通知によって申請者にその旨が

通知され、その書式の発行日から２週間以内に申請料金を支払うことが求められる。この２週間の期限

が切れると、品種庁は未払い料金の督促状を送付し、それにより、仮の申請日が取り外される。督促状

の発行日から１か月以内に申請料金が受領された場合、申請料金の受領日が申請日となる。督促状の発

行日から１か月以内に申請料金が受領されない場合は、申請が断念されたとみなされる。 

品種庁が申請料金用の処理を速やかに行えるようにするために、銀行振込票には、支払いの対象とな

っているすべての申請の品種名称、種類及び料金の種類（申請料金）といった情報を記載すること。 

銀行振込票に十分なスペースがある場合は、上記の情報とともに、支払いの詳細（振込人の氏名と住

所、支払日、ユーロでの総支払額）を書き、電子メール、ファックス又は郵便で品種庁まで直接送る。 

 

２．審査料金（付属文書III参照） 

審査料金は、現行の規則に基づき、固定されている。生育期間ごとに支払われる審査料金は、品種が

どの作物に属するのかによって異なり、料金は最少額の1,530ユーロから最高額の3,350ユーロまでとな

っている。それぞれの種類は、既存の14の料金グループのいずれかに属する。料金グループを記した、

全作物のリストは、ウェブサイト又はCPVOの官報の特別号（S2）で見ることができる。 

 

審査料金の徴収： 

a.) 生育期間ごと 

b.) 特定の農作物の交雑品種で、親品種について公式の記述書が入手できず、審査が必要な場合 

支払期限： 

最初の生育期間：支払いは、技術審査の対象となる種苗の受け取り期限までに行われなければならな

い。 

・ 少なくとも上記の日付までに支払いが受領されないと、審査は実施されないので、注意が必要。 

２作目以降の生育期間：当該期間の開始1か月前 

・ 少なくとも上記の日付までに支払いが受領されないと､審査は中断され、結果的にその品種の生育

期間に間に合わなくなるおそれがある。 

 

成育期間ごとに請求書が品種庁より送付される。 

 

３．審査レポート入手料金 ......................................................... 320ユーロ 

加盟国において公的な目的で過去に行われた品種の技術的審査のレポートを品種庁が利用する場合、

管理料金として320ユーロが徴収される。 

支払期限： 

品種庁によるレポートの請求書の発行日から30日以内 

 

４．年間登録料金 

2017年１月１日以降に発生する年間料金については、１品種当たり年間330ユーロに固定されている。 

支払期限： 

１回目の年間登録料金は、権利付与の日付から60日以内に支払われなければならない。 

それ以降の年間登録料金は、権利付与の日の応当日がある月の前月（暦月）の最初の日に支払われな

ければならない。 

 

例: 

CPVRの付与日 

 

2013年４月22日 

１回目の年間料金の支払期限 2013年６月21日 

翌年以降： 

２回目の年間料金の支払期限 

 

2014年３月１日 

３回目の年間料金の支払期限 

（以下同様） 

2015年３月１日 

毎年、品種庁より請求書が送られる。 

年間料金はCPVRが付与されている間、毎年請求される。その1年は、CPVRが付与された日の応当日から

始まる。そのため、権利保有者が権利の放棄を希望する場合、放棄の通知は、新しい保護対象年が始ま

る前までに品種庁に届けられなければならない。１回目の年間料金は必ず支払われなければならない。 

上記の例の続き： 

権利保有者が保護２年目の末に権利放棄を希望する場合、放棄の通知は、2015年４月21までに品種庁

に届けられなければならない。 

上記の期日までに品種庁への通知が届かない場合、翌年の年間料金を支払わなければならなくなる。 

品種庁は、権利の保護を維持するための支払いについては、返金は一切しない。 

 

５．審判料金： ................................................................. 1 500ユーロ 

品種庁が審判請求を受け取る日までに、申請者から請求費（1,500ユーロ）の３分の１（500ユーロ）

が支払われなければならない。残りの３分の２は、品種庁からの請求に従って、審判部への請求の提出

から１か月以内に支払われなければならない。 

原審の際には未知の状態であった事実を理由として審判が引き継がれたときを除き、長官の命令によ

って、又は審判部の命令によって審判が途中で修正された場合、審判料金は返金される。 
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付属文書III 

技術的審査料金 

 

  

 

農作物グループ 

料金（ユーロ）

１ イモ類 1 760 

２ 草本類 1 860 

３ 牧草類 2 430 

４ その他の栽培種 1 530 

  

 

果実グループ 

 

５ リンゴ 3 050 

６ イチゴ 2 920 

７ その他の果実種 2 810 

  

 

観賞植物グループ 

 

８ レファレンスコレクションが現存している、グリーンハウス試験の種 2 020 

９ レファレンスコレクションが現存している、屋外試験の種 1 960 

10 レファレンスコレクションが現存していない、グリーンハウス試験の種 1 940 

11 レファレンスコレクションが現存していない、屋外試験の種 1 730 

12 特別な条件の種 3 350 

  

 

野菜グループ 

 

13 グリーンハウス試験の種 2 360 

14 屋外試験の種 2 150 

 

 

  

 

（2）申請者のための写真に関するガイダンス 

 

観賞用品種又は果樹の申請毎に技術質問票に添付して写真を送付すること。経験によれば、技術審査

機関では多くの要因が写真に有益に働くことがある。撮影の際には、申請者は以下のポイントに留意す

ること。 

 

写真の目的:  

- 対象品種の具体的な特性を示す。 

- 技術的審査機関の助けになる。試験設計、対照品種の選定。 

- 申請書に対応したファイルに添付することで、出願品種の区別性を示す。 

写真の画質:  

写真はカラーとし、フォーマットは最小限10 cm x 15 cmとする。 

カメラや特にデジタル画像の場合はそれが映し出されるスクリーンなど、写真の色はいろいろな要

因に依存する。写真を送付する前に、申請者はその写真が品種の本来の色を映し出しているかチェッ

クしなければならない。何か食い違いがあった場合には、技術質問票に記載すること。 

写真撮影の条件:  

誤解を生じるような写真は有効とは言えない。その品種の典型的な特性を捉えているところを示さ

なければいけない点に注意すること。撮影が特殊な条件下で行なわれた場合（例：屋外での育種に適

した品種にもかかわらず冬季で、かつ屋内の条件）、その特性は表現されにくいと思われるため、技術

質問票に記載すること。 

写真撮影時の条件:  

- 植物が完全に成育した時に撮影すること。満開の写真の場合、出願品種の通常の開花期に撮影する

こと。 

- 生長調節物質のように植物に特別な処理をすることは避けるべきである。不可能な場合には、申請

者は技術質問票記載しておくこと。 

- 直射日光は避けること。植物を日陰に置くか、曇った日に撮影すること。 

- 撮影の際、メジャーを置くと役立つと思われる。 

- 器官の色を固定するために、RHSカラーチャートの該当するチャートを写真に添えて撮影するとよい。 

- 出願品種と最も近い対照品種を各々指し示しつつ横に並べて写真で撮影するとよい。 

植物部分の撮影： 

欧州植物品種庁公告No 1/98（CPVO官報2/1998）に従って、申請者は植物全体の写真、及び、花、果

実、又はその他の部分のクローズアップ写真を送ること。この要件は観賞用植物には必須である。ま

た､場合によっては、特定の植物器官の写真を追加することも有益である。 

各植物器官の詳細写真の組み合わせも、全体植物写真の代わりに受け入れられる。 
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付属文書III 

技術的審査料金 

 

  

 

農作物グループ 

料金（ユーロ）

１ イモ類 1 760 

２ 草本類 1 860 

３ 牧草類 2 430 

４ その他の栽培種 1 530 

  

 

果実グループ 

 

５ リンゴ 3 050 

６ イチゴ 2 920 

７ その他の果実種 2 810 

  

 

観賞植物グループ 

 

８ レファレンスコレクションが現存している、グリーンハウス試験の種 2 020 

９ レファレンスコレクションが現存している、屋外試験の種 1 960 

10 レファレンスコレクションが現存していない、グリーンハウス試験の種 1 940 

11 レファレンスコレクションが現存していない、屋外試験の種 1 730 

12 特別な条件の種 3 350 

  

 

野菜グループ 

 

13 グリーンハウス試験の種 2 360 

14 屋外試験の種 2 150 

 

 

  

 

（2）申請者のための写真に関するガイダンス 

 

観賞用品種又は果樹の申請毎に技術質問票に添付して写真を送付すること。経験によれば、技術審査

機関では多くの要因が写真に有益に働くことがある。撮影の際には、申請者は以下のポイントに留意す

ること。 

 

写真の目的:  

- 対象品種の具体的な特性を示す。 

- 技術的審査機関の助けになる。試験設計、対照品種の選定。 

- 申請書に対応したファイルに添付することで、出願品種の区別性を示す。 

写真の画質:  

写真はカラーとし、フォーマットは最小限10 cm x 15 cmとする。 

カメラや特にデジタル画像の場合はそれが映し出されるスクリーンなど、写真の色はいろいろな要

因に依存する。写真を送付する前に、申請者はその写真が品種の本来の色を映し出しているかチェッ

クしなければならない。何か食い違いがあった場合には、技術質問票に記載すること。 

写真撮影の条件:  

誤解を生じるような写真は有効とは言えない。その品種の典型的な特性を捉えているところを示さ

なければいけない点に注意すること。撮影が特殊な条件下で行なわれた場合（例：屋外での育種に適

した品種にもかかわらず冬季で、かつ屋内の条件）、その特性は表現されにくいと思われるため、技術

質問票に記載すること。 

写真撮影時の条件:  

- 植物が完全に成育した時に撮影すること。満開の写真の場合、出願品種の通常の開花期に撮影する

こと。 

- 生長調節物質のように植物に特別な処理をすることは避けるべきである。不可能な場合には、申請

者は技術質問票記載しておくこと。 

- 直射日光は避けること。植物を日陰に置くか、曇った日に撮影すること。 

- 撮影の際、メジャーを置くと役立つと思われる。 

- 器官の色を固定するために、RHSカラーチャートの該当するチャートを写真に添えて撮影するとよい。 

- 出願品種と最も近い対照品種を各々指し示しつつ横に並べて写真で撮影するとよい。 

植物部分の撮影： 

欧州植物品種庁公告No 1/98（CPVO官報2/1998）に従って、申請者は植物全体の写真、及び、花、果

実、又はその他の部分のクローズアップ写真を送ること。この要件は観賞用植物には必須である。ま

た､場合によっては、特定の植物器官の写真を追加することも有益である。 

各植物器官の詳細写真の組み合わせも、全体植物写真の代わりに受け入れられる。 
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（3）新規性要件の解釈に関する一般ガイドライン 

DOC-AC-2016-2- 26-Ann ex 2-EN 

 

新規性に関する1994年7月27日付け理事会規則(EC)No. 2100/94第10条についてのAC (管理理事会) 一般

ガイドライン 

欧州植物品種庁管理理事会, 

基本規則第10条に規定する販売の解釈を統一する必要性に鑑みて。 

基本規則第36条(1)(a)項に準じた行為。なお、当条項は、CPVRs取得の為の申請書の様式及び実体審査

に関してCPVOが責任を有する事項について上記管理理事会に一般ガイドラインを採択する権限を与える

規定であり、 

次のガイドラインを採択した。 

１．CPVRs取得の為の申請書の受理と同時に、CPVOは、本規則第10条の意図の範疇でとりわけ申請品種

の新規性の確認を目的として基本規則第53及び54条に従い、様式及び実体審査を実施する。 

２．訴訟規則第19条(2)(j)項に従って、CPVOは、申請者が優先権を取得した日付と国名の詳細が提供

されている申請書様式のポイント９に記載があるか確認しなければならない。本品種に新規性があ

るかを立証するため、CPVRs取得の為の申請書の実体審査の実施を目的として、CPVOは、申請者から

提供された優先権の取得日付と国名の正確性の評価を自ら実施することはない。但し、提供された

情報の正確性に疑義がある場合を除く。その場合、CPVOは訴訟規則第19条(3)項に従って、必要と思

われる情報及び文書を要求することができる。 

３．上記にもかかわらず、申請者がCPVOに対して申請書に明記されている申請品種の最初の販売等の

日付の修正を要求した場合、申請者はCPVOに対して本要求を裏付ける納得できる証拠を提出し、か

つ、その立証責任を負わなければならない。 

４．日付の修正要求を裏付けるために申請者から提供された申請品種の最初の販売等の日付や証拠を

評価する際、CPVOは品種の構成物、又は収穫された材料の実際の譲渡日が商業的目的で発生した日

付をチェックすることができる。 

５．原則として、品種の構成物、又は生産物の実際の譲渡日は、基本規則第10条に基づき本品種の商

業的目的上の最初の利用日付を決定する。しかしながら、申請者が異なった日付を要求するケース

では、CPVOが所有するあらゆる証拠書類が考慮の対象となる。例示すれば、本件種苗の所有権譲渡

の目的で締結に至った契約書類など。 

 

Andrew Mitchell 

 

CPVO管理理事会議長 

 

2016年10月４日、火曜日 
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２ 申請書の様式等 

欧州植物品種庁（CPVP）申請の主な手続 

ステップ１ 申請書の提出 

申請者は品種保護申請書へ記入の上、CPVO（欧州植物品種庁Community Plant Variety Office）に直

接申請するか、又はEU域内のいずれかの各国当局を経由してCPVO申請する。 

詳しくはこちら（/en/applications-and-examinations/filling-application) 

 

ステップ２ 申請書のチェック 

CPVOでは、申請書が完全で、適格であるかをチェックする。欧州植物品種保護を与える上で何ら問題

がなければ、CPVOは出願品種の技術的審査を実施するのに必要な手続きを開始する。 

 

ステップ３ 技術的審査 

この審査の目的は、その品種が他と区別され（区別性）、その特性において均一であり（均一性）、ま

た長期的に安定しているか（安定性）に関して検証することにある（DUSテスト）。 

 

ステップ４ 品種の名称 

上記の手続きとは別に、 出願品種はCPVOの審査対象である品種の名称が付されていなければならない。 

 

ステップ５ 権利の付与 

審査結果が良好で、また、その他すべての要件が満たされていることがCPVOによって認められた場合

25年間、またブドウ、バレイショと樹木では30年間の欧州植物品種権が付与される。 

 

申請書の提出 

申請者向け手引きは、欧州植物品種権申請の際の手引きであり、出願申請時の法律上、運営及び財

政上の質問を想定した回答を提供している。 

オンラインでの申請（en/applications-and-examinations/filing-application/filing-online) 

書面での申請（en/applications-and-examinations/filing-application/filing-online) 

 

オンラインでの申請 

eファイリングはCPVOが提供するサービスであり、ユーザーがオンラインでの欧州植物品種権申請の

際に利用できる。当面のところ、英語、オランダ語、フランス語、スペイン語、及びドイツ語のみで

利用可能となっている。 

2016年１月１日以降、オンライン申請手数料は650ユーロから450ユーロに減額されている。 

申請の際は、安全なウェブサイトでログインしなければいけない。 

➤すでにあなたがCPVOのクライアントの場合、ログインとパスワードが必要になる。 

➤あなたが欧州連合の新規申請者の場合、以下のリンクを使用し、暫定的にアカウントを取得のう

え（"Create an account"オプション)、出願すること。 

申請と審査（CPVO）
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➤あなたが欧州連合以外に居住する申請者の場合、欧州連合内に拠点を置くいずれかの手続き代理

人を指名し、申請の代行依頼をすること。 

 

>> eファイリングウェブサイトに行く（https://cpvoextranet.cpvo.europa.en/） 

 

書面での申請 

最新版の様式を使用すること。ウェブサイトから以下の様式が入手可能。 

 

技術質問票 

 

申請書の様式  

 

申請書記入時の注意点  

 

技術質問票 - 機密部分  

 

品種名称の提案  

 

品種名称に関する運営委員会のガイドライン  

 

手続代理人の指名  

 

欧州植物品種権申請に関する公告  

 

支払明細  

 

排他的許諾契約書様式  

 

  

① 申請書の様式 

 

欧州植物品種権に関する欧州植物品種庁出願申請書 

 

書面バージョン 

 

あなたは欧州植物品種庁ウェブサイトwww.cpvo.europa.euからオンラインで出願を申請することが

できます。 

 

 各国当局記入欄（必要な場合のみ） 

各国当局経由：  

ファイルNo:  

 

 

 欧州植物品種庁記入欄 

申請日：  

出願日：  

出願番号:  

 

 

 申請者記入欄１ 

植物の種類*  

仮名称（育成系統名）*  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 アスタリスク(*)がついている部分は必須記入項目です。 
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